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パブリック・ディプロマシーの観点からの国際観光政策に関する一考察

○李 孝連（一橋大学）

はじめに

過去の国際社会において一国のパワーの源泉となるのは、軍事力や経済力であると観念されてきた。

ところが、近年このようなパワー認識に変化があり、ハード・パワーだけでなく、様々な国の魅力に起

因するソフト・パワーも重要なパワーの源泉ではないかという考えが支持を得るようになってきた（北

野、 。そして、このソフト・パワーの大きな一部をなすパブリック・ディプロマシーに対する関心

も、その重要性とともに高まっており、日本政府も例外ではない。

本稿では、近年の日本のパブリック・ディプロマシーの事例を中心に、パブリック・ディプロマシー

の様々なファクターの中でも国際観光、いわゆる人的交流に焦点を合わせて考察を行うこととする。

パブリック・ディプロマシー とは

図表 ソフト・パワーのファクター

出所：北野 頁の理論を参考に筆者作成

パブリック・ディプロマシーとは、自国の対外的な利益と目的の達成に資するべく、自国のプレセン

スを高め、イメージを向上させ、自国についての理解を深めるよう、また、自国の重視する価値の普及

 
1 本稿は、 年 月に一橋大学大学院法学研究科に提出した博士（法学）論文『国際関係における国家ブラ

ンド・イメージ形成のメカニズム－日本の人的交流の事例を中心に－』の一部に加筆・修正したものである。 
2 パブリック・ディプロマシーという用語が使われ始めた時期は学者によってそれぞれ異なる主張があるが、

韓国外務省のホームページによると、冷戦の時代の 年、米国の元外交官で、タフツ大学

フレッチャー・スクールの学長を務めたエドモント・ガリオン がエドワード・ ・マロ

ー・パブリック・ディプロマシーセンターを設立したことがきっかけであると説明されている。
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を進めるよう、海外の個人及び組織と関係を構築し、対話を持ち、交流するなどの形で関わったり、多

様なメディアを通して情報を発信したりする活動である（北野、 。

また、パブリック・ディプロマシーは、図表 のようにソフト・パワーの下部概念であり、人的交流

はパブリック・ティプロマシーを構成するファクターの一つである。そして、パブリック・ディプロマ

シーを構成するファクターは連携されており、それぞれのファクターが互いに影響を与え、相乗効果

が得られる構造であると考えられる。図表中の矢印は、パブリック・ディプロマシーの

ファクター間の関係性を表したものであるが、人的交流（国際観光）も他ファクターと密接にリンクさ

れている。

先行研究

人的交流のなかでも若者の交流を強調した李 は、観光経験や観光による交流は、両国のイメー

ジアップや好感度を高め、両国の関係改善に繋がる力を持っていると述べた。特に将来の日韓関係に大

きな役割を果たしていく青少年、とりわけ大学生の観光を交流活動は大変重要であり、学生による交流

は効果をあげつつあるが課題もあると述べた。ところが、人的交流が重要であり、効果もあると述べて

はいるものの、具体的且つ実証的変化やどのような効果が得られたかまでは、提示されていない。

このように、人的交流や国際観光政策による効果に関する分析を試みた多くの先行研究は、国際観光

政策による人的交流がパブリック・ディプロマシーの向上に有意な影響をもたらすだろうと論じている。

しかし、その見解はあくまで抽象的なものにすぎず、結果を可視化する実証分析は十分されていないと

言えよう。このような現状を踏まえ、本稿では国際観光による効果の実証的な分析で可視化を図るとと

もに、より根本的なメカニズムを明らかにすることを試みる。

事例分析

図表 伝統的外交、 世紀・ 世紀のパブリック・ディプロマシーの比較

伝統的外交 世紀パブリック・ディプロマシー 世紀パブリック・ディプロマシー

主要アクター 政府 政府 政府と多様な民間主体

対象 相手国の政府
相手国の政府と大衆

自国民は含まない

相手国の政府と大衆

自国民も含む

資源と資産 ハード・パワー ハード・パワー ＞ ソフト・パワー ハード・パワー ＜ ソフト・パワー

手段 政府間公式協議、対話 宣伝、 キャンペーン、旧メディア
インターネット、 などの

デジタルメディアの多様化

関係類型 水平的（政府間） 垂直的、一方的、非対称的 水平的、双方的、対称的

疎通の様式

出所：韓国外交部ホームページ（筆者訳）

図表 によると、伝統的外交と 世紀・ 世紀パブリック・ディプロマシーの大きな相違点の一つ

は、パブリック・ディプロマシーの対象であろう。伝統的外交では、その対象が相手国の政府であった

が、 世紀パブリック・ディプロマシーでは相手国の政府に加え、相手国の大衆、いわゆる国民もその

対象になっており、さらに 世紀パブリック・ディプロマシーでは自国民もパブリック・ディプロマ

シーの対象に加えられている。従って、相手国の国民及び自国民に関するより丁寧・詳細な分析と、そ
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れぞれに対する適切できめ細かな政策の模索が求められると言えよう。

上記の背景を踏まえ、訪日外国人約 人を対象に行なった日本の国家ブランド・イメージに関す

る設問調査の結果の分析を試みることとする。

訪日外国人の滞在期間と日本の国家ブランド・イメージの変化

以下の図表３は、外国人の日本滞在期間が日本の国家ブランド・イメージの変化に及ぼす影響につい

て検証を行なった結果であり、図表 のχ軸の数字は、 「否定的変化」、 「どちらとも言えない」、

「肯定的変化」を意味する（図表 、 も同様）。図表 をみると、例外はあるものの、日本滞在期間が

か月未満の外国人において、来日後の日本の国家ブランド・イメージの「肯定的変化」の割合が相対的

に高い傾向がある。同時に、同期間における「否定的変化」率も ％台に止まっている。一方、日本滞

在期間が か月以降の外国人の場合「肯定的変化」率が 台、それに対して「否定的変化」率は 台

まで上昇していることが確認できる。

図表 滞在期間と日本の国家ブランド・イメージ変化との関係

か月～ か月未満のすべての滞在期間において、「肯定的変化」の割合が「否定的変化」と「どちら

とも言えない」のより高い。これは人的交流が来日後の日本の国家ブランド・イメージの変化に肯定的

な影響を与えると解釈できる。しかし、その影響は滞在期間によって、程度の差が存在しており、今回

の調査では、滞在期間 か月未満の外国人にその効果が大きく、 か月以上の外国人では効果の程度が

比較的に低いことと分析できる。

訪日回数と日本の国家ブランド・イメージの変化の関係

外国人の訪日回数が日本の国家ブランド・イメージの変化に及ぼす影響について検証を行なった結果

である図表 をみると、本研究の調査対象の外国人では、今回の来日以前に日本を訪問したことがない

という返答が で一番多く、回以上訪問の経験があると言う返答が でその次を占めた。また、

訪問経験と日本の国家ブランド・イメージの変化を分析したところ、日本訪問の経験がないグループで

印象が変わらなかったという答えが ％であった一方、滞在経験があるグループでは であった。

そして、以前日本への訪問経験がないと答えた外国人からは「肯定的変化」の観測値が 肯定的観測

値全体の で、訪問経験が 回でもある外国人からの肯定的変化の観測値は 肯定的観測値全体

の であった。しかし、否定的変化の観測値においても、訪問経験がない外国人は 否定的観測

出所：筆者作成 
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値全体の であるのに対して、訪問経験がある外国人では 否定的観測値全体の であった。

これは、来日前の日本訪問経験があるほうがないことより、日本の国家ブランド・イメージ変化に影響

を与えると分析できると思われる。

図表 訪問回数と日本の国家ブランド・イメージ変化との関係

出所：筆者作成

そして、訪問回数 頻度 ごとに来日後の日本の国家ブランド・イメージの変化の回答を分析した結果、

訪問経験が 回あると答えた外国人の場合、訪日による日本の国家ブランド・イメージ変化の「肯定的

変化」の割合が で一番高かった。それに対し、国家ブランド・イメージの「否定的変化」の割合

が一番高かったのは、過去 回以上日本の訪問経験がある外国人で を示した。各国・地域を考慮し

ても、東南アジア以外のすべての国・地域で、訪問回数 回での「肯定的変化」の割合が一番高かった。

それに対し、東南アジアでは訪問経験がない人の「肯定的変化」値が ％で一番高く、他の国･地域

と比べても著しく高い数値であり、これは東南アジア地域の特徴の一つであると分析できる。

友人・知人の有無と日本の国家ブランド・イメージの変化の関係

図表 日本人の友人・知人と日本の国家ブランド・イメージ変化 ％  

 
図表 の日本人の友人・知人の数が 名に該当するグラフの結果は例外であり、当該する観測値が１、い

わゆる 名の返答に対する結果のグラフであるため、分析対象から除外した。

出所：筆者作成 
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日本人友人・知人の有無が外国人の日本の国家ブランド・イメージの変化に及ぼす影響についての検

証では、日本人の友人・知人が 名もいないという答えが ％ 名 で一番多く、友人・知人がいる

という答えのなかでは 名ほどいるという答えが ％ 名 で 位、 名と 名ほどという返答がそれ

ぞれ同じく ％ 名 を示した。この結果を可視化し、比較分析し易くパーセンテージで表したのが図

表 であるが、その結果を見ると日本人の友人・知人がいても、いなくても、「肯定的変化」の割合が一

番高い。この「肯定的変化」を多少詳細に分析すると、知人・友人が一人でもいる全ての人の「肯定的

変化」率が、一人もいない人の「肯定的変化」率の ％を上回っていることが分かる。「否定的変化」

の結果においても、友人・知人がいないグループが ％に対し、一部の例外はあるものの、殆どのグ

ループの答えでその数値を下回っている。

これは、まさに人的交流の効果であると言えよう。さらに、「どちらとも言えない」という答えに関

しても、友人・知人ゼロのグループの人が ％であるのに対し、他のグループの殆どがこの数値を下

回る傾向にある。これは、「どちらとも言えない」というグレーゾーンの判断が、日本人の友人・知人

との交流をすることによって、白黒はっきりさせるきっかけになったとも分析できる。

日本人との会話の時間と日本の国家ブランド・イメージの変化の関係

日本人との会話時間が日本の国家ブランド・イメージの変化に及ぼす影響に関する調査の結果、 ～

日に 度程度の会話の割合が で一番多かった。その次は、 週間に 回程度の会話で 、 位はほ

ぼ毎日 時間未満の会話で 、そして 位は殆ど会話しないとの返答で を占めた。来日した外国

人の が、少なくとも週 度以上は日本人と会話をしていると解釈できる。この結果を可視化し、パ

ーセンテージで表したのもが以下の図表 である。

図表 日本人との会話の時間と日本の国家ブランド・イメージ変化 ％

図表 によれば、一部の例外はあるものの、日本人との会話の時間が長くなることにつれ、日本の国

家ブランド・イメージの「肯定的変化」の割合も増える傾向がある。一番高い数値が出たのが、ほぼ毎

日 時間以上 時間未満の会話をしていると答えたグループで、その割合は であった。

一方で、国家ブランド・イメージの「否定的変化」の推移の結果にも注目すべきであり、なぜか、日

本人と殆ど会話をしていないグループの日本の国家ブランド・イメージに対する「否定的変化」の割合

が で一番低かった。この数値は日本人と会話をしているグループの「否定的変化」値より低い。つ

まり、会話の時間は国家ブランド・イメージ変化に肯定的な影響だけではなく、否定的な影響も与える

出所：筆者作成 
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可能性があるということになる。また、「どちらとも言えない」のグレーゾーンにおいては、会話の機

会が多くなり、その時間が長くなることにつれ、若干の例外はあるものの、全体的にその数値が減って

いく傾向にあることが確認できる。

これは、会話の時間が増えることにより、国家ブランド・イメージが肯定的もしくは否定的に変化し

ていくことで現れる効果であると推測できる。曖昧なグレーゾーンがいわゆる白黒はっきりすることは

望ましいことであり、パブリック・ディプロマシーにおいて否定的な変化を抑え、肯定的な変化に導か

れるよう適切な政策が求められる。

おわりに

本稿では人的交流による外国人の日本に対する認識の変化について実証的な分析を行い、可視化を図

るとともに、それによるパブリック・ディプロマシーの根本的なメカニズムを明らかにすることを試み

た。その結果、訪日外国人の滞在期間、日本訪日回数、日本の友人・知人の有無、日本人との会話時間

と日本の国家ブランド・イメージの評価の変化においていくつか新しい傾向が明らかになった。

調査は同時期・同地域・同期間日本に滞在している訪日外国人を対象に行なったが、日本に同じ時期、

同じ地域、そして同じ期間を滞在していても、外国人それぞれの国・地域によって日本の国家ブランド･

イメージの変化の程度は異なった。このような現状を鑑み、政策を立てるに際しては包括的なパブリッ

ク・ディプロマシー戦略とともに、個々の国・地域や各項目の綿密な分析の下、戦略的な国家ブランド・

イメージ及び人的交流関連の政策を行う必要があることが、一層明らかになったと考える。

最後に、本稿で得られた結論をもとに、今後の研究課題を述べれば、分析方法に関する課題である。

本稿では設問調査で訪日外国人に対してクロスセクションデータを回収した。滞在期間による国家ブラ

ンド・イメージの変化の分析を行うため、回収したデータを滞在期間別に分類し、滞在期間の異なるグ

ループ間の比較分析ができた。しかし、同じ対象（外国人）における時系列変化は分析できないという

限界もある。本稿の結果を踏まえながら、今回調査対象であった外国人に対し追跡調査を行い、クロス

セクションデータに加え、時系列データを取る予定であり、これらを今後の研究課題としたい。
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